
社数 社員数 社数 社員数 社数 パート数 社数 パート数 社数

サービス業 56 ～5人 48 ～40人 8 ～5人 63 ～40人 2

43 ～10人 29 ～50人 2 ～10人 15 ～50人 1

製造業 26 ～15人 22 ～100人 9 ～15人 6 ～100人 4

建設業 25 ～20人 16 ～200人 2 ～20人 5 ～200人 2

その他 2 ～25人 8 200人以上 2 ～25人 1 1550人 1

総計 152 ～30人 5 無回答 1 ～30人 2 2000人 1

■売上高、経常利益、業況判断、運転資金調達

売上高 増加 横ばい 減少 不明 ＤＩ値 増加 横ばい 減少 不明 ＤＩ値 増加 横ばい 減少 不明 ＤＩ値

％ 31% 48% 18% 3% 13 26% 47% 23% 3% 3 28% 47% 20% 4% 8

経常利益 好転 横ばい 悪化 不明 ＤＩ値 好転 横ばい 悪化 不明 ＤＩ値 好転 横ばい 悪化 不明 ＤＩ値

％ 20% 55% 20% 5% 0 22% 52% 21% 5% 1 19% 53% 22% 6% △3

業況判断 好転 横ばい 悪化 不明 ＤＩ値 好転 横ばい 悪化 不明 ＤＩ値 好転 横ばい 悪化 不明 ＤＩ値

％ 20% 57% 17% 7% 3 22% 51% 21% 7% 1 17% 54% 21% 8% △4

運転資金調達
容易に
なった
変わら
ない
厳しく
なった
不明 ＤＩ値

容易に
なった
変わら
ない
厳しく
なった
不明 ＤＩ値

容易に
なる
変わら
ない
厳しく
なる
不明 ＤＩ値

％ 11% 78% 7% 5% 4 14% 72% 9% 5% 5 10% 73% 11% 7% △1

業  種

（前期比） （前年同期比）

昨年の1月～3月と比べて昨年の10月～12月と比べて7月～9月と比べて

次期見通し

流通商業

第12回熊本同友会景況調査報告
（2006年10月～12月期）

 
  【調査要領】
　①調　査　時：2006年12月5日～12月15日
　②対象企業：熊本同友会会員企業
　③調査の方法：FAXの送受信による自計記入を求めた
　④回答企業数：４１８社より１５２社の回答を得た。（回答率：３６.４％）
　⑤平均従業員数：役員を含む正規従業員数　　　　　　　　　　１９.１人
　　　　　　　　　　　　派遣社員・臨時・パート・アルバイトの数　　３１.９人

 　　　　「 全て改善しているものの、年度末に向けては厳しい景況感  」
  　ＤＩ値（「良い」と答えた割合から「悪い」と答えた割合を引く）の推移から見ると、前回調査２００６年７月～９月と
　　比べると、前年同期比（２００５年の１０月～１２月）では売上高ＤＩが７から３へと下降はしたものの、経常利益が△２
    か１へ３ポイント、業況判断が△６から１へと７ポイント、運転資金調達が０から５へと５ポイント上昇した。前回は、経
    常利益・業況判断はマイナス値だったが、今期は全てプラス値となった。また前期比（２００６年７月～９月）のＤＩ値も
    同様に全てプラス値で、熊本ファミリー銀行の景況調査２００６年１０月～１２月データ（売上高ＤＩ１→17、経常利益
　　ＤＩ△８→１２、業況ＤＩ△１５→３）とも似通っている。が、次期見通しのＤＩ値は全てマイナス値と低く、概況として
　　「熊本県内では、景気回復していない大勢の中で、緩やかな景気回復の兆しが進展中だと言えます。」となっている。熊本
　　同会の次期見通しでも、売上高以外は全てマイナス値で、年度末に向けて厳しい景況感を持っている。中小企業庁が発表し
　　た２００６年１０月～１２月期景況調査では、全産業の業況判断は、ほぼ横這い（△２０．３→△２０．４）、「中小企業
　　の業況は、一服感が見られる」となっており、全国と熊本での差が伺える。次に業種別では、サービス業・流通商業・製造
　　業が全てのＤＩがプラス値となった。しかし建設業は、経常利益ＤＩがマイナス値となり、２００５年７月～９月期以降マ
　　イナス値を続けている。
　　　また、経営上の問題点は、上位「価格競争の激化」「受注競争の激化」「売り上げの減少」「仕入れ価格の上昇」は大き
　　な変動は無く、５位に「従業員不足」６位「人件費の増加」がきており「人」に関して厳しい状況。そして、現在取り組ん
　　でいる事柄では、「新規開拓」「新商品・新製品･新規サービスの開発」「既存顧客管理の強化」「人材育成」「営業力強
　　化」の上位５つのうち、３位の「既存顧客管理の強化」と４位の「人材育成」が入れ替わるにとどまった。２００５年の
　　１０月～１２月期の調査と比べると、上位３つは同じだが、「営業力強化」が３６％で４位から５ポイント下がり５位とな
　　っている。
　　　特別調査の共同求人活動では、２００６年１月に実施した共同求人活動調査のデータと比較すると、定期採用での「毎年
　　採用」が２１社（１３％）から２７社（１７％）へと４ポイント増え、「隔年採用」が１８社（１１％）から８社（５％）

　　へと減少した。次年度採用予定の会社数は、４６社（２９％）から３５社（２３％）と６ポイント減少している。

業況判断ＤＩ推移（前年同期比） 運転資金調達DⅠ値推移(前期比）



調査期間 04年3月04年6月04年9月4年12月05年3月05年6月05年9月05年12月06年３月０６年６月０６年９月６年１２月07年3月07年6月

売上高 -10 5 1 3 4 7 15 5 0 2 7 3

経常利益 -9 2 -9 5 -2 6 3 1 -9 -1 -2 1

業況判断 2 -1 -8 0 9 11 -2 -11 -2 -6 1

調査期間 04年3月04年6月04年9月04年1205年3月05年6月05年9月05年12月06年３月０６年６月０６年９月０６年１２07年3月07年6月

運転資金調達 1 1 16 -1 3 5 9 -1 4 -3 1 4

●サービス業

04年12月05年3月05年6月05年9月05年1206年3月06年6月06年9月06年1207年3月 07年6月07年9月07年12月

売上高 9 7 0 8 7 5 7 5 7

経常利益 6 4 2 5 4 2 4 0 2

業況 -1 9 2 7 -2 -3 2 -1 4

運転資金調達 0 2 2 4 2 2 2 0 0

●建設業
04年12月05年3月05年6月05年9月05年1206年3月06年6月06年9月06年1207年3月 07年6月07年9月07年12月

売上高 2 2 4 0 -2 -4 -4 2 1
経常利益 1 -3 2 -2 -2 -6 -5 -1 -1
業況 1 -1 4 0 0 -4 -4 1 1
運転資金調達 0 1 2 0 -1 0 -2 2 2

●製造業
04年12月05年3月05年6月05年9月05年1206年3月06年6月06年9月06年1207年3月 07年6月07年9月07年12月

売上高 -1 -2 1 2 3 2 0 2 0
経常利益 1 -1 1 0 1 -1 1 0 1
業況 1 -4 2 2 -1 -2 -2 -2 1
運転資金調達 0 -1 3 3 -2 0 0 0 2

●流通商業
04年12月05年3月05年6月05年9月05年1206年3月06年6月06年9月06年1207年3月 07年6月07年9月07年12月

売上高 -5 -4 2 6 -4 -6 -4 -1 3
経常利益 -1 -4 1 1 -1 -6 -2 0 0
業況 -7 -5 2 3 -1 -5 0 -4 4
運転資金調達 -3 0 -3 2 0 2 -1 -2 2

金融機関の姿社数 合計 あると答えた人の変化の内容 金融機関社数 貸付攻勢 12
変わらない 87 71% 貸付攻 20 変わらな 108 出資金要 1
わからない 41 20% 経営指針 1 わからな 27 私募債の 1
ある 22 6 1 8% その他 1 ある 17 新たな貸 3
不明 2 2% 不明 1 経営指針 1
総計 152 100% 総計 153 その他 3

経営上の問題点（上位3つまでを複数回答、％）

55%価格競争の激化

金融機関の姿勢の変化推移
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業種別ＤＩ値推移（建設業）
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業種別ＤＩ値推移（流通商業）
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金融機関第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 第8回 第９回 第１０回 第１１回第１２回第13回 第14回

ある 14% 15% 14% 11% 7% 10% 8% 6% 11% 16% 14%

変わらな 64% 59% 62% 65% 74% 71% 71% 66% 71% 60% 57%

わからな 18% 24% 19% 23% 19% 17% 20% 22% 18% 20% 27%

不明 3% 1% 5% 1% 0% 2% 2% 7% 1% 3% 1%

第１０回 第１1回 第11回

総計 総計 業種 総計

その他 8% 10% その他 11% その他 8%

金利負担 4% 5% 事業資 5% 事業資金 6%

事業資金 8% 6% 金利負 7% 金利負担 8%

間接費の 9% 9% 間接費 11% 間接費の 9%

人件費の 14% 13% 税負担 13% 税負担の 15%

税負担の 18% 15% 人件費 22% 従業員不 21%

従業員不 19% 20% 従業員 22% 人件費の 23%

仕入れ価 25% 26% 仕入れ 27% 仕入れ価 27%

受注競争 32% 33% 売上げ 32% 受注競争 31%

売上げの 36% 37% 受注競 37% 売上げの 31%
価格競争 47% 38% 価格競 55% 価格競争 47%

第10回 第11回

●現在取り組んでいる事柄
総計 総計

その他 1% 1% その他 0%
拠点数の 1% 1% アウトソ 0% アウトソ 0%
拠点の統 1% 2% 拠点の 1% 拠点の統 1%
脱下請け 3% 2% 拠点数 3% 拠点数の 3%
人員の見 4% 4% 脱下請 3% 脱下請け 3%
アウトソー 5% 8% 人員の 6% 人員の見 6%
企業間連 5% 8% 企業間 6% 企業間連 6%
資格取得 5% 9% 資格取 6% 資格取得 6%
価格の変 9% 10% 新たな 12% 新たな設 12%
新たな設 10% 11% 価格の 13% 価格の変 13%
経費の見 12% 12% 社内組 14% 社内組織 14%
社内組織 14% 15% コストの 15% コストの 15%
コストの見 17% 20% 経費の 16% 経費の見 16%
営業力強 36% 33% 営業力 31% 営業力強 31%
人材育成 36% 37% 人材育 36% 既存顧客 38%
既存顧客 38% 41% 既存顧 38% 新商品・ 39%
新商品・ 41% 42% 新商品 39% 新規顧客 56%
新規顧客 56% 53% 新規顧 56%

定期採用 共同求人
毎年 隔年 していなその他不明 非常にあ少しあるあまりな全くない不明
27 8 99 7 11 18 50 63 12 9

2008年度採用予定
ある ない 検討中不明
35 54 55 8
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従業員不足

仕入れ価格の上昇

売上げの減少

受注競争の激化

価格競争の激化

現在取り組んでいる事柄（上位３つまでを複数回答、％）
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アウトソーシング

拠点の統廃合

拠点数の増加

脱下請け化

人員の見直し

企業間連携による新商品・サービスの開発

資格取得

新たな設備投資

価格の変更

社内組織の見直し

コストの見直し

経費の見直し

営業力強化

人材育成

既存顧客管理の強化

新商品・新製品・新規サービスの開発

新規顧客の開拓

定期採用について

毎年 27
隔年 8

していな
い 99

その他 7

不明 11

2008年度採用予定

ある 35

ない 54

検討中
55

不明 8

共同求人活動について

非常に
ある 18

少しあ
る 50あまり

ない 63

全くない
12

不明 9

【特別調査】共同求人活動に関する調査


